
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

徳島県（平成21年度）

（８）消費者教育・啓発活性化事業 12,677 3662 16,339

0

（９）商品テスト強化事業 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

3,224 3,224

66 1,473

598 598

0

都道府県 市町村 合計

14,098 18,338 32,436

3,302 3,302

（５）消費生活相談窓口高度化事業

0

1,407

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

148 148

消費者行政決算総額 178,782

合計

2,827

（11）一元化相談窓口緊急整備事業

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業

2,827

34,831 25,516 60,347

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

132,483

46,299

60,346

34%



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

人日

人

人日

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

県

管内市町村 2 155 148

対象人員数 追加的総費用追加的総業務量（総時間）



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

事業（実績）の概要

国民生活センター等の研修に参加した。

弁護士を招いての消費生活相談を月2回開催。住宅リフォーム等の相談に一級建築士を
招いての相談

県民局での相談体制の整備。消費者情報センターリニューアル（消費者交流広場を開設）

県内の消費生活相談員、消費者行政担当職員を対象に県外から講師を招聘し、研修会
を開催した。

729

8,253 8,253 3,2243,224

1,221 6731,221

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

998

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

食品表示の適正化について講師を招いて消費者セミナーを開催。適正表示推進の普及啓発グッズの配布。

729 598

小学校から大学まで学生向けのパンフ冊子を配布。社協・老人クラブ等に啓発ＤＶＤを配
布。

9,054 9,054 12,677 12,677

673

998

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

14,098 14,09816,910 16,910

734

598

事業の実績

734

県内外の優良企業の製造・生産現場等をくらしのサポーターと視察、交流会の開催。各地
区の消費者団体との事例研究会を開催。

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

40,90640,906合計

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

34,831

3,741 3,741 2,827

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 2,827

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

34,831



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑨消費者教育・啓発活性化事業

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

事務用機器・参考図書の購入。新聞・ラジオ・ＣＶＴＶでの広報。電話・電気設備

事業強化・機能強化の成果

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

消費者の食品表示に関する問題意識を掘り起こした。

パンフ・冊子・ＤＶＤ・啓発グッズの購入費

会場借上費・講師謝金・講師旅費

事業名

相談員のレベル向上を図ることができた。

消費者に対して消費者トラブル等の啓発を促すことができた。

研修旅費・研修参加費等

弁護士・一級建築士への報償費

会場借上費・講師謝金・講師旅費

相談員のレベル向上を図ることができた。

専門的な事例についての相談ができるようになった。

県内遠隔地での相談開始。土・日の相談業務の開始。

対象経費（実績）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） バス借上料・会場借上料・サポーター旅費・お茶代等 自立した消費者への道筋を示すことができた。

事業計画

人

人日

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

研修参加・受入要望

実地研修受入希望人数 人

法人募集型

実地研修受入人数

年間研修総日数人日年間研修総日数

年間研修総日数

人

人日

人日

参加者数

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

鳴門市

阿南市・小松島市・美馬市・板野町

実施市町村

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

40

2626

1,380

2,026

1,205

17,360

978

2,002

1,199

40

2,330

40

1,533

40

174

2,330

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

20,892

175

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

阿波市・三好市・神山町・つるぎ町

板野町

鳴門市

石井町・美波町・松茂町・東みよし町

980

18,115

978

20,764

980

板野町

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

4,165

25,516

148

3,7674,159

498 148

26,305

3,763

30,319

492

30,613

小松島市・吉野川市・阿波市・美馬市・勝浦町・佐那河内村・神山町・板
野町・上板町・東みよし町



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

事業・機能強化の成果の概要

専用の相談窓口を新設することができた。

相談窓口開設回数を増やすことができた。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 専門的な知識を習得することができた。

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談業務の基礎知識を学ぶことができた。

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

消費者に対して消費者トラブル・消費者問題の普及啓発が図ることができた。

劣悪なセンターの状況を改善できた。

2市1町でH22年度当初にセンターを開設することができた。

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

25,516

0 千円積増し相当分

うち都道府県

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

千円うち管内の市町村合計

60,347

34,831

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

交付金相当分

⑬消費者教育・啓発活性化事業 消費者に対して消費者トラブル・消費者問題の普及啓発が図ることができた。

専門の相談員を雇用することができた。



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

- 千円

千円

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円 - 千円 -- 千円 0

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

-- 千円

-千円 -

77,700

千円 -

①都道府県の消費者行政決算

平成２０年度 平成２１年度

44,469 千円

チェック項目

-

0.31

-

-

0.36

-

-

21,688 千円

千円

104,816 千円

- 千円

22,781 千円

47,204 千円

- 千円

0.33

-

54,919 千円 112,531

千円 71,815

千円

千円

千円

前年度差

57,612 千円

- 千円

千円

34,831 千円

54,919 千円

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

79,530

千円

- 千円25,516

24,611 46,299

24,611

千円

千円

千円 184,346

-

千円79,530 千円 123,999

千円

千円 60,347

167,000

13．都道府県の消費生活相談窓口

相談員総数 11平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 人

8

人

21年度末実績 相談員総数 人

50,000 千円

相談員総数 11人 21年度末実績

0

千円

千円

50,000 千円

231,900 千円

60,347 千円

千円

172,082 千円

人平成20年度末 相談員総数 8

平成２１年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成２１年度末の基金残高（積増し相当分）

158

相談員総数

平成21末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成２１年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成２１年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

50,158 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

529

相談員総数 11平成20年度末 相談員総数 人うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績8



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 9うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数 9

人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 9 人 21年度末実績 相談員総数 11 人

人 21年度末実績 相談員総数うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 20平成20年度末 相談員総数 18

④その他

人

処遇改善の取組

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

相談員研修の実施。国民生活センターの研修参加支援等

①報酬の向上

②研修参加支援 ○ 相談員の研修会等の参加支援

④その他

③就労環境の向上


